
ファンドのパフォーマンス

ご参考資料｜2025.1

ノムラ・ジャパン・オープン
追加型投信／国内／株式
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ファンドの騰落率は、直近３ヵ月では＋7.7%、
設定来では+183.9%となりました。

期間：1996年2月末～2024年12月末、月次。設定日前日（1996年2月27日）を10,000円として算出

期間：2024年9月末～2024年12月末、日次。起点を100として指数化
・基準価額（分配金再投資）ベース
基準日：2024年12月末。各期間は基準日から過去に遡った期間です。

基準価額（分配金再投資）とは、当初設定時より課税前分配金を再投資したものとして計算した価額であり、ファンドの収益率を測るためのものです。したがって、課税条件等によって
受益者ごとに収益率は異なります。また、換金時の費用・税金等は考慮していません。上記は過去の運用実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

基準価額
（分配金再投資）
28,393円

基準価額
18,220円

設定来の基準価額

直近3ヵ月の基準価額 期間別騰落率

ファンドの運用状況のご報告（20 2 4年 1 0 - 1 2月）

2022年4月より
運用担当者が福田泰之に変更

・基準価額（分配金再投資）ベース

・基準価額（分配金再投資）

パフォーマンスの詳細は
野村アセットマネジメントの
ホームページよりご覧頂けます

3ヵ月 7.7%
1年 31.2%
3年 55.7%
設定来 183.9%

64.5%
年率リターン
19.9%

運用者変更以来
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ノムラ・ジャパン・オープン四半期レポート
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10-12月の東証株価指数（TOPIX）は上昇しました。10月末から11月上旬は、衆議院選挙の結果
を受け景気対策への期待が高まったことや米大統領選挙でのトランプ氏勝利による円安進行などが
好感され上昇しました。その後は米国経済の堅調さを受けて今後の米利下げペース鈍化の懸念から
下落しましたが、12月下旬は主要企業の統合が好感された自動車株などが上昇をけん引しました。

上記は過去のデータまたは運用実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
今後の運用方針は上記記載された時点のものであり、予告なく変更する場合があります。

業種別では、金利上昇が好感された銀行業、証券、商品先
物取引業のほか、主要企業による経営統合やROE（自己資
本利益率）目標引き上げが好感された輸送用機器など23業
種が上昇し、10業種がTOPIXの騰落率を上回りました。

ファンドの運用では、非鉄金属や銀行業、電気機器などの
業種がパフォーマンスにプラス寄与した一方で、建設業、
鉄鋼などの業種がマイナスに影響しました。

出所：ブルームバーグのデータを基に野村アセットマネジメント作成

ファンドを取り巻く環境と運用経過（2024年10-12月）

TOPIXの業種別騰落率
（上位・下位3業種）

チーフ・ポートフォリオマネージャー
福田泰之

運用担当者についての詳細は
野村アセットマネジメントの
ホームページよりご覧頂けます

期間：2024年9月末～2024年12月末。配当込み

TOPIXの推移と主な出来事（過去1年間）

・東証：東京証券取引所
期間：2023年12月末～2024年12月末、日次。配当なし
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2024年は、長年抜けなかった平成バブル時の日経平均株価
の史上最高値をついに更新した年であると同時に、日経平均
株価が史上最大の下落幅を記録した年としても記憶される、
日本株の振れ幅が非常に大きな1年でした。運用の巧拙が如
実に出た1年ではなかったか、と考えており、その中でファ
ンドは良好な結果を維持してTOPIX（配当込み）を大きく上
回るリターンとなりました。
2025年以降も慢心することなく、業界内で高いシェアを持
ち、堅調な業績拡大が見込める銘柄を割安なタイミングで組
み入れていくという基本戦略に基づき、ポートフォリオ全体
としての運用戦略も加味して、TOPIX（配当込み）を上回る
リターンを目指します。

今後の運用方針（2025年1月8日現在）

22.1%
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ノムラ・ジャパン・オープン四半期レポート

日本株市場の転換点はいつ？金融政策の動向に注目
今後の日本株市場のトレンドを考える上で、日銀の金融政策に注目しており、金融引き締めに一
巡感が出てくるまでは方向感のない展開が続くとみています。2024年は円安進行が物価高の原
因として指摘される中、日銀は7月に追加利上げを余儀なくされました。この後に起きた日本株
の大暴落は、日銀が通貨防衛のために金融引き締めを想定よりも進めたと捉えた、市場のネガ
ティブな反応が引き起こしたと見ています。
2025年1月に日銀は更なる利上げを決定しましたが、今後も残り2回の利上げが有力視されてい
ます。最後1回の利上げが残される段階になると市場は次の展開（＝利上げ終了）を先読みして
動き出すことが多いため、次の利上げが行なわれる金融政策決定会合が市場の転換点になり、株
価がレンジ相場から上放れする頃だと運用担当者は考えています。

2025年の注目点は？
これまで長期間停滞していた景気敏感株の代表格である電線株が堅調な動きを見せていることな
どを踏まえ、景気後退の可能性は低いと運用担当者は考えています。その中で日銀の金融政策の
動向とともに、注目したい点としてデータセンター関連のトレンドを挙げています。

出所：ブルームバーグのデータ等を基に野村アセットマネジメント作成

日本株市場の転換点や2025年の注目点

注 目トピック

電線御三家の株価推移

上記はファンドの注目トピックのご紹介を目的としており、実際に当該銘柄に投資を行なうことを保証するものではありません。また、特定銘柄の売買などの推奨、
また価格などの上昇や下落を示唆するものではありません。上記は過去のデータであり、将来の投資成果を示唆あるいは保証するものではありません。

デ ー タ セ ン タ ー 関 連の トレ ン ドに 注目

データセンターへの投資から副次的に恩恵を受けるであろう電線株

 現在、企業向けのデータセンター市場は活況を呈しています。
2000年のITバブル時の経験を踏まえると、データトラフィック
（通信量）を処理する通信ネットワークの大容量化・高速化は、
企業や都市などの限定されたエリアから始まり、最終的にはそ
れらをつなぐ基幹回線網まで波及していくと想定されます。

 そのため、データセンター市場は発展段階としてはまだ初期に
位置しており、今後更なる発展が期待されます。

期間：2023年12月末～2024年12月末、日次

電線大手である古河電気工業、住友電気工業、フジクラの3社を指す。足元では、生成AI（人工知能）向けのデータセンター建設
の増加により、光ファイバーや高密度光ケーブルなどの需要拡大が期待されている。

電線御三家とは？

「福田の視点」は作成時点における見解であり、今後変更となる場合があります。
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【お申込メモ】 【当ファンドに係る費用】

●信託期間 無期限（1996年2月28日設定） ◆ご購入時手数料 ご購入価額に3.3％（税抜3.0％）以内で販売会社が独自に

●決算日および 年2回の決算時（原則、2月および8月の27日。休業日の場合は 定める率を乗じて得た額

　 収益分配 翌営業日）に分配の方針に基づき分配します。 ＊詳しくは販売会社にご確認ください。

●ご購入価額 ご購入申込日の基準価額 ◆運用管理費用 ファンドの純資産総額に年1.672％（税抜年1.52％）の率を

●ご購入単位 一般コース：1万口以上1万口単位（当初元本1口＝1円） 　（信託報酬） 乗じて得た額が、お客様の保有期間に応じてかかります。

　　　　　　　　または1万円以上1円単位 ◆その他の費用・手数料 組入有価証券等の売買の際に発生する売買委託手数料、

自動けいぞく投資コース：1万円以上1円単位 外貨建資産の保管等に要する費用、監査法人等に支払う
※お取扱いコース、ご購入単位は販売会社によって異なる場合があります。 ファンドの監査に係る費用、ファンドに関する租税等が

●ご換金価額 ご換金申込日の基準価額から信託財産留保額を差し引いた価額 お客様の保有期間中、その都度かかります。

●課税関係 個人の場合、原則として分配時の普通分配金ならびに換金時 ※これらの費用等は運用状況等により変動するため、事前に

および償還時の譲渡益に対して課税されます。ただし、NISA 料率・上限額等を示すことができません。

（少額投資非課税制度）の適用対象ファンドにおいてNISAを ◆信託財産留保額 1万口につき基準価額に0.3％の率を乗じて得た額

利用した場合には課税されません。ファンドは、NISAの「成長 　（ご換金時）

投資枠」の対象ですが、販売会社により取扱いが異なる場合 上記の費用の合計額については、投資家の皆様がファンドを保有される期間等に

があります。なお、税法が改正された場合などには、内容が 応じて異なりますので、表示することができません。

変更になる場合があります。詳しくは販売会社にお問い合わ ※詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）の「ファンドの費用・税金」をご覧ください。

せください。

（2025年1月現在）

ファンドの特色

ファンドは、株式等を実質的な投資対象としますので、組入株式の価格下落や、組入株式の発行会社
の倒産や財務状況の悪化等の影響により、基準価額が下落することがあります。また、外貨建資産に
投資する場合には、為替の変動により基準価額が下落することがあります。
したがって、投資家の皆様の投資元金は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失
が生じることがあります。なお、投資信託は預貯金と異なります。

当ファンドの投資リスク ※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）の「投資リスク」をご覧ください。

＜当資料について＞●当資料は、ファンドのご紹介を目的として野村アセットマネジメントが作成したご参考資料です。●当資料は、信頼できると考えられる情報に基づ
いて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するものではありません。●当資料中の記載内容、数値、図表等については、当資料作成時のものであり、事前の連
絡なしに変更されることがあります。●当資料中のいかなる内容も将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。
＜お申込みに際してのご留意事項＞●ファンドは、元金が保証されているものではありません。●ファンドに生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。●投
資信託は金融機関の預金と異なり、元本は保証されていません。●投資信託は預金保険の対象ではありません。また、登録金融機関が取り扱う投資信託は、投資者保護基金
制度が適用されません。●ファンドの分配金は、投資信託説明書（交付目論見書）記載の「分配の方針」に基づいて委託会社が決定しますが、委託会社の判断により分配を
行なわない場合もあります。また、将来の分配金の支払いおよびその金額について示唆、保証するものではありません。●お申込みにあたっては、販売会社よりお渡しす
る投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。

銘柄選択にあたっては、全国上場銘柄（またこれに準ずる銘柄を含みます）から競争力や経営力が高く、中長期的に堅調な業績拡大が期待で
きる企業※3に着目し、主にPER（株価収益率）などのバリュエーション指標に基づき、中長期で割安と思われる銘柄に投資します。以上のプ
ロセスを進める過程では、運用担当者および委託会社アナリストが企業訪問等による確認を行ない、組入銘柄の最終的な選定の参考とします。
※3 企業の中長期の業績拡大の評価・分析に際しては、当該企業が属する産業が成長産業の場合は当該業界内での競争力の有無、成熟産業の企業の場合は当該業界で勝ち残ることの可能性、
特定の分野・事業領域で高い市場シェアを持っているかなどに着目します。

＜当ファンドに係る費用＞＜お申込みメモ＞

●東証株価指数（TOPIX）の指数値及び東証株価指数（TOPIX）に係る標章又は商標は、株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下「ＪＰＸ」という。）の知的財産であり、指数の算
出、指数値の公表、利用など東証株価指数（TOPIX）に関するすべての権利・ノウハウ及び東証株価指数（TOPIX）に係る標章又は商標に関するすべての権利はＪＰＸが有します。ＪＰＸは、東証株価指
数（TOPIX）の指数値の算出又は公表の誤謬、遅延又は中断に対し、責任を負いません。
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お申込みは

※上記販売会社情報は、作成時点の情報に基づいて作成しております。

※販売会社によっては取扱いを中止している場合がございます。

ノムラ・ジャパン・オープン

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会

日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資

顧問業協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融商品

取引業協会

株式会社みずほ銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第6号 ○ ○ ○

株式会社三井住友銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第54号 ○ ○ ○

株式会社りそな銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第3号 ○ ○ ○

株式会社埼玉りそな銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第593号 ○ ○

PayPay銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

株式会社北海道銀行 登録金融機関 北海道財務局長（登金）第1号 ○ ○

株式会社秋田銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第2号 ○

株式会社東邦銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第7号 ○

株式会社足利銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第43号 ○ ○

株式会社常陽銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第45号 ○ ○

株式会社筑波銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第44号 ○

株式会社千葉銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第39号 ○ ○

株式会社第四北越銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第47号 ○ ○

株式会社北陸銀行 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第3号 ○ ○

株式会社静岡銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第5号 ○ ○

スルガ銀行株式会社 登録金融機関 東海財務局長（登金）第8号 ○

株式会社十六銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第7号 ○ ○

株式会社三十三銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第16号 ○

株式会社百五銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社滋賀銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第11号 ○ ○

株式会社関西みらい銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第7号 ○ ○

株式会社紀陽銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第8号 ○

株式会社但馬銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第14号 ○

株式会社佐賀銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第1号 ○ ○

株式会社十八親和銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第3号 ○

株式会社肥後銀行 登録金融機関 九州財務局長（登金）第3号 ○

株式会社琉球銀行 登録金融機関 沖縄総合事務局長（登金）第2号 ○

株式会社西日本シティ銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第6号 ○ ○

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第33号 ○ ○ ○

株式会社あおぞら銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第8号 ○ ○

ｻﾞ･ﾎﾝｺﾝ･ｱﾝﾄﾞ･ｼｬﾝﾊｲ･ﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ･ｺｰﾎﾟﾚｲｼｮﾝ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 登録金融機関 関東財務局長（登金）第105号 ○ ○

株式会社北洋銀行 登録金融機関 北海道財務局長（登金）第3号 ○ ○

株式会社きらやか銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第15号 ○

株式会社大東銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第17号 ○

株式会社栃木銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第57号 ○

株式会社京葉銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第56号 ○

株式会社静岡中央銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第15号 ○

株式会社あいち銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第12号 ○

株式会社みなと銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第22号 ○ ○

株式会社徳島大正銀行 登録金融機関 四国財務局長（登金）第10号 ○
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お申込みは

※上記販売会社情報は、作成時点の情報に基づいて作成しております。

※販売会社によっては取扱いを中止している場合がございます。

ノムラ・ジャパン・オープン

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会

日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資

顧問業協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融商品

取引業協会

株式会社香川銀行 登録金融機関 四国財務局長（登金）第7号 ○

株式会社愛媛銀行 登録金融機関 四国財務局長（登金）第6号 ○

株式会社宮崎太陽銀行 登録金融機関 九州財務局長（登金）第10号 ○

株式会社沖縄海邦銀行 登録金融機関 沖縄総合事務局長（登金）第3号 ○

信金中央金庫 登録金融機関 関東財務局長（登金）第258号 ○

第一勧業信用組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第278号 ○

安藤証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第1号 ○

auカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○

池田泉州ＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第370号 ○

いちよし証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第24号 ○ ○

株式会社SBI証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

香川証券株式会社 金融商品取引業者 四国財務局長（金商）第3号 ○

九州ＦＧ証券株式会社 金融商品取引業者 九州財務局長（金商）第18号 ○

極東証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第65号 ○ ○

静銀ティーエム証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第10号 ○

北洋証券株式会社 金融商品取引業者 北海道財務局長（金商）第1号 ○

ちばぎん証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第114号 ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第140号 ○ ○ ○ ○

東武証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第120号 ○

とうほう証券株式会社 金融商品取引業者 東北財務局長（金商）第36号 ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

野村證券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第142号 ○ ○ ○ ○

百五証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第134号 ○

ひろぎん証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第20号 ○

ＦＦＧ証券株式会社 金融商品取引業者 福岡財務支局長（金商）第5号 ○ ○

丸三証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第167号 ○

丸近證券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第35号 ○

丸八証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第20号 ○

水戸証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第181号 ○ ○

豊証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第21号 ○

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2336号 ○ ○ ○ ○

PayPay証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2883号 ○
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以下は、取次販売会社または金融商品仲介による販売会社です｡

お申込みは

※上記販売会社情報は、作成時点の情報に基づいて作成しております。

※販売会社によっては取扱いを中止している場合がございます。

ノムラ・ジャパン・オープン

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会

日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資

顧問業協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融商品

取引業協会

株式会社イオン銀行
(委託金融商品取引業者 マネックス証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社SBI新生銀行
(委託金融商品取引業者 株式会社SBI証券)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社SBI新生銀行
(委託金融商品取引業者 マネックス証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○
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